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要 旨

　2009年 7 月 22 日、銀行業監督管理 委員会 （以下、 「銀監会 」 とい う）は 、 「消費金融施

行管理弁法」　 （以下、　 「消費金 融管理 弁法」 とい う） を公 布 した 。 消費金融管理 弁法に基

づ き、201G年 に 入 っ て か ら、4 社が銀監会 の認可 を得 て 、消費金融会社を開業 したが、2012

年 6 月末 日現在、上 記 4 社以外で 開業 し て い る消費金 融会社は無い 。 そ の原 因 と しては 、

上記 4 社 の 開業後 の業績が芳 しくな い こ とが考え られ る。

　 消費金融会社の 法的根拠 となる消費金融管理弁法は、第 1 章 総則 、 第 2 章 設立
、 変更

及び終了 、第 3 章 業務範囲及び経営規則、第 4 章 監督管理 、第 5 章 附則 の 全 5 章、全

39条 か らなる 。

　消費金融会社 の 設 立 は、銀監会の 定 め る認可条件 を満たす必要 が あ り、出資者 に つ い て

は、主た る出資者の 条件 と
一

般出資者の 条件が あ り、主 た る出 資者 、

一般出資者共、出資

持分に 対 し、3 年以内に譲渡 しな い 旨を定款 に記載す る こ とが義務づ け られ て い る。また、

消費金 融会社の 最低登 録資本金 は 3 億人 民元 で あ る 。

　消費金融会社 は、耐久消費材貸付 の 実績 が あ り 、 か つ 返 済履歴 の 良好 な借入 人 に対 して

し か 、資金 使途 を限定 されな い
一

般用 途の 消 費者貸付 を行 うこ とはで きない 。また、借入

人 の 月収 5 倍 を超 える金 額の 与信供与 は禁止 され て い る 。

　消費金 融管理 弁法は 、消費金 融会社 に対 し、高度な リス ク管理 体制の 構築を要求する代

わ りに、貸付施策 の 決定及び リス ク統 制に係 る核心 的技術 と密接 に 関連す る業務以 外の 業

務に つ い て は、外 部委 託 を認 め る規定がある。もっ とも、消費金 融会社 は、外部委託契約

に 調印署名する前に、あ らか じめ、中国銀行業監督管理委員会に対 し、外部委託業務に係

る主 た る リス ク及び想定 され る リス ク の 回避措置等 を報告す る必 要が あ り、綿密な 計画が

必要で あ る と考え られ る 。

　消費金融会社に 、 借入 人 か ら提 供 され る個人情報 に つ い て 、秘密保持義務 を負 う。

　消 費者金融市場 の 拡大 に伴 い 、多重債務者問題 、ヤ ミ金 融問題 も、顕在化する こ とが考
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え られる。現在、 「中華人民共和国消費者権利保護法」 にお い て 、消費者金 融の 利用者は 、

「消費者」 は 含まれて い な い た め、消費者金 融か ら起 因す る紛争が発生 し た 場合 に は、同

法が適用 されない と考え られ る 。 しか し、近年、 「金 融消費者」 概念 を同法 に追加 し 、 消

費者保護の 対象 にす べ き とい う意見 も多数 あ る。

は じめ に

2009 年 7 月 22 日、銀行業監督管理委員会 （以下、 「銀 監会」 とい う）は、 「消 費金融施行

管理弁法」　 （以下、　 「消費金 融管理 弁法」 とい う） を公布 した 。 消費金 融管理 弁法 に基づ

き、2010 年 に入 っ て か ら、以下の 4 社が銀監会の 認 可を得て 、消 費金融会社を開業 して い

る
1
。

　　北京　北銀消費金融有限公 司 （北京銀行 100 ％出資）　 （2010 年 3 月 1 日開業
2
）

　　上海　中銀消費金 融有限公 司 （中国銀行 51 ％出資）　 （2010 年 6 月 12 日開業
3）

　　成都　 四川錦程消費金融有 限責任公司 （成都銀行、マ レーシ ア H。ng　Leong　Bank と の

　　　　　中外合弁会社）　 （2010年 3 月 1 日開業う

　　天 津　捷信消費金融（中国）有限公 司 （チ ェ コ PPF グル ープ）　 （2010年 12 月 1 日開業
5
）

　なお、2012 年 6E 末 日現在、上記 4 社以外 で 開業 し て い る消費金 融会社は無い 。そ の 原

因 として は 、 上記 4 社の 開業後 の 業績が芳 し くない こ とが考え られ る。

　中国 の 消費金 融会社 を規制す る法令は 消費金融管理 弁法 しか ない こ とか ら、本稿で は、

消費金融管理弁法 と 日本や中国の 他の 法令等 とを比 較 しな が ら、中国の 消費金融会社の 法

規制 と法務上 の 留意事項を検討す る もの で あ る 。

1
西村あ さひ 法律事務所 「中国にお ける消費者金融会社 の 設 立 解禁 と そ の 取 り組 み に つ い て 」

　htt　：／／www ，　jurjsts．co ．　jp／ja／to　ics／docs／newsletter −201006＿finance ．　df

NNA，　ASI 「消費者金融に 初の 認可、北京 な ど 3 都市で 」　 （2010 年 1 月 8 日）

htt　：／／nna ，　jp／free／news ／20100108cn 　OO2A．　htm ］

2
北銀消費金 融有限公 司 ホ ーム ペ ージ htt ：／／ww

−
w ．　bobcfc，　com ／html／web ／about ．html

3
上海証券報 2010 年 6 月 17 日ニ ュ

ース

　http ：／／www ，　cnstock ．　com ／paper ＿new ／htm1／2010−06／17／content ＿27114 ．htm
’1

四川錦程消費金 融有限責任公司ホ
ー

ム ペ ージ　http ：／／ivww ，　jccfc，　com ／about ．　php ？aid ；6
5

人民網 日本株式会社 「中国初の 外資系消費者金融会社 が営業開始」

　http：／／j，　people ．　com ．　cn ／94476／7219378，html

日経 ビ ジネス 「現金貸さない 消費者金融」 （2010 年 6 月 29 日）

htt　：／／business，　nikkejbp ，　co ．
’
／article ／topics ／20100625 ／215145 ／？P＝ 1
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1．消費者金 融会社 と小 額貸付 会社

2008 年 5 月、消費金融管理 弁法に先駆 け て 、 銀 監会 と中国人民 銀行 は 「小額貸付会社試験

の 指導意見」　（2008 年 5 月 4 日公 布6）　（以 下 、　「本指導意見 」 とい う）を公 布 した
7
。本指

導意見に基 づ き、各地 方 政府 は 「小 額貸付会社試験 規則」 （地 方に よ り正式名 称は異 なる）

を制定 し、こ れ に よ り設 立 され た小額貸付会社は 2012年 2 月末現在、4072 社 ある
8
。

　監督官庁は 、 消 費者金融会社は銀監会 で あるが、小額貸付会社は 各地 方政府 の 金 融監督

部門 と監督官庁 であ る
9
。

こ の 監督官庁 に違 い に つ い ては 、以 下 の 理 由が考 えられ る。

（1）融資対象

　本 指導意見 に よれ ば、小 額貸付会社 は 、農村及び発展途 中地域 へ の 資金流動 を指 導 し、

農村地域の 金融サ
ービ ス を改善 し、農業 、農 民及び農村経済の 発展を促進 し 、ならび に社

会主義新農村 の 建設 をサポー トす るために開始 された業態で ある。その た め、小額貸付会

社は 主 に農民及び零細企業を融資対象 と して い る。一方、消費者金融会社 に つ い て は融資

対象 を限定せず、一般の 中低所得者が対象に なる と想定 されて い る。

（2）地 方の 経済事情

　小額貸付会社 は 、 県 （日本 の 市町 村 レ ベ ル の 行政 区分）ご と に 地域限定 し て 設 立 される。

こ れ は、中国の 国土が 広大 で あ り、 経済事情が地 方に よ っ て大き く異 なるた め、様 々 な 地

方 の 複雑な経済事情 に対応す るためと思われ る。実際、
一

部の省 （浙江省
10
等）で は、外資

に よる小額貸付会社設 立 を禁止 して い る とい う報道が ある。かか る地 方にお い て は 、 民 間

に よる貸付 は盛ん に行われ てお り、資金源が充実 し て い るた め、小額貸付会社 は、大量 の

fi
　 http ：／／www ．　gov ．　cn ／gzdt ／2008

−05／08／content −965058．htm
7
みずほ総合研究所 「 「中国版 ノ ン バ ン ク ロ ーン 」 の 現状 と課題〜個人消費拡 大 の 基 盤拡充 に向

けて 〜
」 （2010年 3 月 24 日）

htt　：／／www ．　mlzuho −
ri ．co ，

’
／research ／economics ／　df／asia

−insi　ht／asia
−insi　htlOO324．　d

i8
新華経済株式社 「中国小 口 融資企 業、1 〜 2 月は利 益 2 ．36 倍 　業績急 拡大 に警鐘 も 」 （2012

年 4 月 23 日）

htt　；／／xinhua ．
’
／socjoeconomy ／econom 　／294587 ／

9
日本 の 貸金業法上 の 貸金業者 の 監督官庁は 、2 つ 以上 の都道府県に営業所や事務所 の ある業者

につ い て は財務局、1 つ の 都道府県 内だけに 営業所等が あ る場合は各都道府 県の 金 融課や商 工 課

とな っ て い る。また、銀行や運用型信託会社 は内閣総理 大臣の認可が必要 だが 、 管理型信託会

社は 内閣総理大 臣 の 登録 で 足 り、監督 も、金融庁か ら事務委任を受けた財務局の 管轄 とな っ て

い る 。

1°
も っ とも、浙江省 の 弁法 を 確認する と、同弁法に お い て 出資者 に 関す る 規制 は明 白で はない 。

小額貸付会社 の 設 立 が 許 可制 と な っ て い る た め、許 可 申請す る 段 階 で 審査機 関 が 外 資か で きる

か につ い て 判断する の で はない か と思われ る。
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民間資金 を有効 に活用 させ るた め の 手段 とな っ て い る こ とが考え られ る。地 方 の 経済事情

の 違い を鑑 みれ ば、私見で は ある が、全国同
…

の 規定を置 く こ とは 、ほ ぼ不 可能だ と考 え

る 。

（3） 国民経済に与 える影響

　国民経済 へ の 影響 とい う観点か らは 、消 費者金融会社は 、小 額貸付会社よ り 、 国 民経済

に与え る重要性が 大きい た め、消費者金 融会社 の 営業許可及び 監 督に対 して は国 レ ベ ル の

監督機関、小 額貸付会社の 営業許可は地 方政府 の 行政機関、監 督は地 方政府 の 主管部門 と

な っ て い るこ とが考え られ る 。

　2011 年 1 月 28 日、プ ロ ミ ス 株式会社が、　「中国 ・瀋陽市で の 消費者金融事業 の 営業許可

取得 の お知 らせ 」 とい うニ ュ
ー

ス リリ
ー

ス を 出 して い るが 、 こ の 営業許可 は 、 小額貸付会

社 「瀋陽金 融商貿開発区 普羅米斯 小 額貸付有限責任会社」 として 取 得して い る
11

。

2．消費金融管理弁法の 制定

消費金融会社 の 法的根拠 となる消費金 融管理 弁法 は、第 1 章 総則、第 2 章 設立 、変更及

び終了 、第 3 章　業務範 囲及び経営規則、第 4 章 監督管理 、第 5 章　附則 の 全 5 章、全 39

条 か らなる。以 下、消費金融管理 弁法を概観 し な が ら、法務上 の 留意 事 項 を検討す る 。

（1）総則 （第 1章）

　消費金 融管理 弁法の 目的 は、　 「消費金融業 の 発展 を促進 し、か つ 、消費金融業務 を経営

す る ノ ン バ ン ク金融機構の 行為を規範化す るた め 」　 （第 1 条）で あ る 。 また 、
「消費金融会

社」は 、　 「中国銀行業監督管理 委員会 の 認可 を経て 、 中華人民共和国 国内に設立 された、公

衆の 預金 を吸収せ ず、小 口及 び分散 を原則 と し
、 中国国内居 住者個人 の た め の 消費 を目的

とす る貸付 けを提供する ノ ン バ ン ク金融機構 」 で ある と定め られ て い る （第 2 条）。

　銀行業監督管理 法第 2 条第 1 項に お い て 、　 「銀行 業金融機構」 は 、　 「中華人 民共 和国国

内 にお い て 設立 する商業銀 行 、都市信用 合作社 、 農村信用合作社 、公 衆の 預金 を金融機構

及び 政策銀 行を い う」 と限 定列挙 され て い るため、か か る意味に お い て 、消費金 融会社は 、

Ll
プ ロ ミス 「中国 ・瀋陽市 で の 消費者金融事業 の 営業許 可取得 の お知 らせ 」 （2011年 1 月 28 日）

http；／／www ．　romise ．　co ，　jp／news ／news −20110128 ＿63Lhtml

　 H本経済新聞電 子 版 8 月 14 日付報道 に よれ ば、イ オ ン も、傘下 の イ オ ン ク レ ジ ッ トサー ビ ス

が主体 とな り、中国本土 で 個人 向け金融 に参入す る。第 1 弾 と して 瀋陽市 （遼寧省 ）で 家電量

販 店最大 手 の 蘇寧電器集 団 と加盟店契約 を結び 、サ
ービ ス を始め る。
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「ノ ン バ ン ク金融機構」 で あ る 。

　なお 、消費金融管理弁 法制 定に あた り、 銀行業監督管理 法 は改正 されて い な い が、同法

第 2 条第 3 項にお い て 、　 「国務院銀 行 監督管理機構 の 認 可 を得 て設 立 する金融機構 は管理

監督に つ い て は、本法 の 銀行業金融機構監督管理 に対す る規定を適用す る 」 と定め られ て

い るため 、消費金 融会社 は 、 同法同条同項で 明示 され て い る金融資産管理 会社 、信託 投資

会社、財務会社、金融 リ
ー

ス 会社同様 、銀行業監督 管理法 の適用が ある。

一
方 、小額貸付会社は 、前述 の 通 り 、 地方政府 にお け る主管部 門に よ り、監督管理 されて

い るため 、銀 監 会 の 直接 の 監督管理 は ない と考 えられ る。 もっ とも、小額貸付 会社が設立

の 際 に、所在地域 にお け る警察、 銀監 会 の 派 出機 関及 び 中国人 民銀行の 派出機 関に 関連資

料 を届け出 る必要 はあ る。

　銀監 会に 認可 され て い る ノ ン バ ン ク金融機構 は、　 「商号等 の 使用制限」 が あ り、消費金

融会社も、　 「消費金融」 と い う名称 を商号 に使用す る必要 が ある （第 3 条）。なお 、小額

貸付会社 も、消 費金融会社同様、　 「小 額貸付 」 と い う名称 を商号に使用 しな けれ ばならな

い
12
。

（2）設立 、変更及び終了 （第 2 章）

　消費金融会社の 設立 は、銀 監会の 定 め る認可 条件を満たす必要 が あ る （第 5 条） 。 各条

件 は、第 2 章に詳細な規定が ある。

　まず、出資者に つ い て は、主 た る出 資者 の 条件 （第 6 条） と
一般出 資者 の 条件 （第 7 条）

を満たす必 要が ある 。

主 た る出資者 とは 、 設 立予 定の 消費金融会社の 登録資本 の 50％を下回 らない 出資者 で あ り、

一
般出資者 とはそれ 以外 の 出資者 の こ とで ある （第 33 条）。主たる出資者は 、国内外 の 金

融機構及び 銀監会に承認す るそ の 他 の 出資とい う要 件が
一律 に課 され て い るた め、金融機

構以外 の 業態が消費金融会社 を設 立す る こ とは 、ハ
ー

ドル が 高い と考 え られ る。さらに 、5

年以上 の 消費金融分野で の 業務従 事経験に くわ え、純資産額 600億 人民 元 （約 7，300億 円）、

連結財務諸表べ 一
ス で 2 期連続黒字、　 自己 資金に よ り、第 7 条 に定め る

一
般 出資者 と共 同

で 、 第 8 条に定め る 3 億人民 元 （約 40 億円） を準備す る 必要が あ る。
一

方 、
一

般出資者が

L2
日本 で は、銀行、労働金庫 、信 用金庫 、保 険会社、信託会社、無尽 会社、農業協同組合、漁

業協 同組合 、事業協 同組合 、消費生活協同組合な ど
一

部の 業務につ い て 、誤認 防止 の た め 、商

号や名 称 の 中 に 「銀行 」 、 「労働 金庫 」 、　 「信用金庫」 な どそれ ぞれ の 業種 を示す文字を使用

しな ければ な らな い も の と定め られ て い る （銀 行法 6 条 1 項 、労働金庫法 8 条 1項、信用金 庫

法 6 条 1 項、保険業法 7 条 1 項、信託業法 14 条 1 項、無尽 業法 4 条 1項、農業協同 組合法 4 条

1 項、水産 業協同組合 法 3 条 1 項、中小企業等協同組合法 6 条 1項 、消費生活協 同 組合法 3 条 1

項）
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金 融機構 の 場合は、自らの 登録資本が 3 億人 民 元以 上で ある こ とが 必 要で あ り、ノ ン バ ン

ク金融機構 の 場合 は 、
こ れ に加 えて 純資産率が 30％以 上 とい う条件が課 され る。

　特徴 と しては 、 主 た る出資者 、

一般 出資者共、出資持分に対 し、3年 以内に譲渡 し ない 旨

を定款に記 載す る こ とが義務づ け られ て い る点で ある。商業銀行法や金 融 リース 会社管理

弁法等 に も 、 同種の 規定は なく 、 消費金融会社に つ い て の み か か る規定がお か れた趣 旨は、

投機 的な外資系金融機 関は もちろ ん、投機的 な国内の
一
般 投資者 の参入 を も、防 ぐ凵的が

あ っ た の では な い か と推察 され る。も っ とも、商業銀行ほ ど消費者金 融会社に つ い て 規制

が整備 され て い ない こ とが原因で 、譲渡禁止 の 規定が置か れた と も考え られ る 。

　消 費金融会社の 最低登録資本金は 3億人 民 元 で あ る。商業銀行法第 13条に お い て 、商業

銀行設 立に資本最低額 は 10 億人 民元 、都市合作商業銀行設立 の 資本最低額は 1 億人民元 、

農村合作商業銀行設立 の 資本最低額 は 5000万 人民元 とな っ て い る こ とか ら考え る と、相対

的 に高い 最低資本金が課 され る こ とになる。

　も っ と も、2003 年 に 「自動車金融会社管理弁法」 を廃止 して 、2008 年 に新た に公 布 され

た 「自動車金融会社管理弁 法」 に お い て は、最低登録 資本金は、 5 億人民元 で ある。明文

上 、 銀行業金融機構 に よる出資の 禁止 はない が 、主 た る出資者 は 自動 車の 製造 また は販売

企業及 び ノ ン バ ン ク金融機構 とされ て い る 。

　 ノ ン バ ン ク金融機構の 最低登録資本金が 、比較的高い水準に おかれ て い る理 由 と して は 、

中華人民共 和国会社法上
、
2005年会社法改正 後

13
に お い て も、資本金 は債権者保護 の 重要 な

手 段 と して考 え られ て い るた め、ノ ン バ ン ク金融機構 につ い て は 、
一

般 の 会社 とは異な り、

過去 の 最低登録 資本金制度が 取 られて い る の で は な い か と思わ れ る。

　 なお、消費金融会社の 最低登録 資本金 が、自動車金 融会社よ り低 い 水準で あ る こ と の 理

由 とし て は、消費者金融会社 の 融 資対象商品が 自動車以外 の 耐 久 消 費財 の た め 、自動車 よ

り金額が小 さい こ とで はない か と推察 され る。

　消費金融会社 の 董事及び 高級管理職員に対 して は、銀監 会の 就任資格審査制 度が実施 さ

れ る （第 10 条）。就任資格審査 制度 を満 たす董事及 び 高級 管理職員 が必 要 な点 は、消費金

融会社の 申請の 条件にな っ て い る （第 5 条第 4 号） 。 就任資格審査 制度 に つ い て は 、 銀行

業監督管理 法第 20 条に お い て 、銀 行 業金融機構 の 董事及 び 高級管理職員 に実施す る とされ

13
中国 で は、会社 の 資本制度に つ い て 「法定資本制」　 （主 に 大 陸法系 の 国 にお い て 採用 され て

い る）、　 「授権資本制」　 （主 に 英米法系の 国に お い て 採用 され て い る）、　 「折衷 資本制 」　 （前

二 者 の
一部 の 特徴を そ れ ぞ れ有 し、融合 され た も の ） の 三種類が ある とい う学説 が 存在 し、こ

の 学説 は、2005年会社法改正 の 前は法定資本制、2005 年会社法 法改正 後 は折衷資本制 を採用 さ

れ て い る と主張する。 しか し、筆者 （熊）は 、中国の 会社 資本制 度に つ い て は、2005 年 改正 前

後 で 、資本 制度が 変わ っ た の は 、登 録資本金 の 払込 み 方 法 は
一

括 か ら 2 年以内に分割 で きる こ

とだ けで あ り、こ れ は あ くま で も登 録資本金 の 払 込 み 方 法 の 変化 に 過 ぎず、資本制 度 自体は変

わ っ て い ない と考える。
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て お り、金 融 リース 会社、信託会社等銀 監会の 認可 を得て 設立 され る会社 の 根拠法 に も、

同様 の規定が あ る。

　 （3）業務範囲及び経営規則 （第 3 章）

　消費金 融会社 の業務範囲は 次の 通 りで あ る （第 16 条）。

  個人耐久消費材貸付 の 取扱い

 
一

般用途の 個人消費貸付の 取扱い

  信用貸付 資産譲渡の 取扱い

  国内の コ ール 取引

  　 国内金融機構 か らの借入

  　 認 可を経 た金 融債券 の発行

  消費金融 に 関連する コ ン サル テ ィ ン グ及び代理 業務

  消費貸付 に関連する保 険商品の代理販売

  　 固 定収益類証券の 投資業務

  国銀行業監督管理委員会の 認可す るその 他の 業務

　 「個人耐久消費財貸付」 とは、　 「消費金融会社がデ ィ
ー

ラ
ー

を通 じて借入 人に対 し実行

す る約定に係 る家庭用電気器具及び電子製 品等の 耐久消費財 （建物及び 自動 車を含 まない ）

の 購入 に用 い る貸付」 の こ とで ある （第 34 条）。また、「一般用途 の 個人消費貸付」とは、

「消 費金融会社が直接 に借入 人 に対 し実行す る個人 及 び家族の 旅行、結婚、教 育及び内装

等 の 消費事項に用 い る貸付」　 （第 35 条）の こ とで あ る

　 消費金 融会社 は 、耐久 消費材貸付の 実績 が あ り、か つ 返済履歴 の 良好な借入 人 に対 して

し か 、資金使途 を限定 されない
一

般用途の 消費者貸付 を行 うこ とは で きな い （第 17 条） 。

また 、 個人借入人 の 月収 5 倍 を超 え る 金額 の 与信供 与 は禁止 され て い る （第 18条）。

　 日本では 、2006 年 に成 立 し た貸金業法に よ り、2010 年 6H18 日よ り、貸金 業者 か ら の

借入が年収の 3 分の 1 を超 え る場合 に は、貸金 業者 か ら新た な借入 が で きな い とい う総量

規制 が施行 された が、消費金 融管理 弁法で は 、公布 、施 行時 よ り 、 多重債務者問題 を念頭

におい た規制 をお い て い る。総量規制 の 対象と して 、当該 消費金融会社 の 借入 の み を考慮

すれ ば い の か、銀行業金 融機構やそ の 他 の 金 融機構 の 借入 まで考慮す べ き なの か と い う点

に つ い て は 、現在調査 中で あ る。も っ とも、消 費金融会社 が、全国 に 4 社 しか な く、し か

も違 う都市 に開業して い る現状 を鑑 み る と、当該消費金融会社 の 借入 の み を考慮 し て い る

の で な い か と考える 。

　消 費金融会社は、イ ン タ
ーバ ン ク市場で ある コ

ー
ル 取引に参加 で きる （第 16 条第 4 号）。

中国で は 、2007 年 7 月 9 日公表 され た 「コ
ー

ル 管理弁 法」 （8 月 6 日施行）に より、市

場参加者の 範囲を拡大 し、銀行業金融機構 以外の 6 種類の 非銀行業金融機構 （財務公 司、

102

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



Japan Academy of Personal Finance

NII-Electronic Library Service

Japan 　Aoademy 　of 　Personal 　Flnanoe

信託会社、資産 管理会社、金融 リ
ー

ス 会社 、 自動車販 売金融会社、保 険資産管理会社）の

参加 を許 可 して い た が
14
、消費金融管理弁法施行に あっ て も、同様 の 措置が と られた もの で

あ る 。 なお 、
コ
ー

ル 借入 比 率は、資本総額 の 100％ を上回 る こ とは で きない （第 20 条第 2

号 ）。

　消費金 融会社は 、 銀 監 会 の 認可 を得て金融債券の 発 行がで きる。金融 リース 会社に お い

て も、同様 の 規定がある （金融 リ
ー

ス 会社管理 弁法第 22 条）。

　 こ の 点に っ い て 、　 「全国銀行間市場 にお ける金融債券 の発行管理弁法」　 （2005年 4 月 27

0公 布、中国人 民銀行令 ［2005］第 1 号）を確認 し たが 、自動車金融会社、 リ
ー

ス 会社、小

額貸付会社が
、 認 可 を経 て金融債を発行 で きる と明文化 され た 条文 は 無い 。

　中国にお い て、消費金融会社や金融 リ
ー

ス 会社が金融債券を発 行す る にあ た り 、 どの よ

うな認 可条件が課 され る の か 、日本 の 出資法 と同種 の 規定
15
があ る の か とい っ た 点に つ い て

は 、 更な る調査 が必要 で ある。

　消費金融会社 は、高度 な リス ク管理体制 の 構築が求め られて い る と考 え られ る。

　例え ば 、 慎重 な貸倒準備制 度を確立 し、十分 な額の 貸倒準備金 を計上 しなけれ ば、利益

分配 を行 うこ とはで きない （第 21 条）
16
。

　また 、 消 費貸付利率 に つ い て は 、 リス クプ ライ シ ン グ メ カ ニ ズ ム の 確立 が求 め られ 、プ

ライ シ ン グが リス クを全面 的にカ バ ーする こ ととい う努力義務が課 されて い る （第 23 条）。

　さ らに 、 虚偽申請 を十分に識別 す る こ と に よ る詐欺行為の 防止 が 可能な業務フ ロ
ー

構 築

が 求め られ て い る （第 24 条）。

　消費金融会社 は リス ク管理 体制構築に あた り、貸倒 引当金 を積 む こ とが重要 な フ ァ ク タ

ー
になっ て い る 。 株主に対 し、3年 問の 譲渡制限 を課 し て い る こ とを合わせ て 考 える と、高

金利 で 高収益をあげ、短期 問で 高配 当を得た後 、倒産す る よ うな 消費金 融会社 を排 除す る

こ とは も ちろ ん の こ と、それ によ っ て金融秩序を撹乱す るな ど社会問題 を起 こす よ うな事

態 を未然に防 ぐための規定だ と思われ る。

　消 費金融管理 弁法は 、消費金融会社 に対 し、高度な リス ク管理 体制 の 構築を要 求す る代

わ りに、貸付施策の 決定及び リス ク統制に 係 る核心 的技術 と密接 に関連する業務以外 の 業

務 に つ い て は 、外部委託 を認 め る 規定が あ る。 もっ とも、外部委託 に あた っ て は、外部委

11
神宮健 「人 民元国際化 と中国 の 金融債券市場の 整備」 季刊中国資本市場研究 2010年冬号 （公

益財 団法人 野村財団、2010年）

hしし　：／／www ，　nomurafoundation ．or ．　j　／data／CCMR−3−4−WIN2010 ＿05．　df
15
日本 では、出資法の 規制 に よ り、金融機関以外 の 業態 が公衆 の 資金 を集 める こ とは禁 止 され て

お り、1999 年 5 月 制定 の 「金融業者 の 貸付 業務 の ため の 社債 の 発行等 に関す る法律 」 （ノ ン バ

ン ク 社債法 ） で 社債や コ マ
ーシ ャ ル

・ペ ー
パ
ー

の 発 行 に よる 資金調 達が可能 にな っ た。
16

金融 リ
ー

ス 会社に も、同様 の 規定があ る （金融 リ
ー

ス 会社管理弁 法第 38 条）。

103

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



Japan Academy of Personal Finance

NII-Electronic Library Service

Japan 　Aoademy 　of 　Personal 　Flnanoe

託 業務に 関連す る施策及 び 管理 制度 を制定す る必要があ り、こ れ らに は、当該施策の 意思

決定手続、外部委託 先に対す る評価及 び管理並びに外部委託業務 に係 る情報 の 秘密保持性 、

安全性 に係 る内部統制措置及 び コ ン テ ィ ン ジ ェ ン シ ープラ ン等が含まれ て い る。 さらに、

消費金融会社は、外部委託契約に調 印署名す る前 に、あ らか じ め、中国銀行業監督管理委

員会に対 し 、 外 部委託 業務 に係る 主た る リ ス ク及 び想 定 され る リス ク の 回避措置等を報告

す る必 要が あ り （第 24 条）、綿密な計画が必要で ある と考 え られる。

　 日本 で は 、 債権回収は法律事務 とされ 、弁護 士ま た は サービサー法 に よ る 許可 を受 けた

債権 回収会社 しか 行 うこ とがで きない 。また、
一

時期 、商エ ロ ーン業者等の 悪質な回収行

為が 社会問題 となっ た こ とが ある 。

　中国で は、債権回収の 各場面 で は弁護士 を活用す る こ とが
一

般的で ある。外国企 業の 場

合は 、中国法上、中国 の 人 民 法院 で 訴訟 を提起 し、弁 護士 を訴訟 代理人 と し て 委任す る揚

合に は 、 中国 の 弁護士 に委任 しなけれ ばな らない とい う制 限もある。

　現在、中国では 、法律上、企業が 「債権回収」 を範 囲 とする こ とは認 め られて い ない が 、

商業信用調査 、
コ ン サ ル テ ィ ン グ業等 の 名 目で、債務者 へ の 弁済督促、交渉等 を行 う会社

も、数多 く存在する。これ らの 事実上の 債権回収会社 の
一

部 は、脅迫等に よ る違法 な回収

行為 を行 っ て い た こ と か ら 、 中国 の 労働 ・社会保障部 は、　 「商帳管理 師」　 （2006年 10 月以

後、　 「商帳追収 入師」 か ら名称変更） とい う新 しい 職業を もうけた。商帳管理師の 職務内

容は 、 合法的な債権 の 請求プ ロ セ ス と回収 技術を通 じ て
、 国内及 び 海外 の債務者に 対 し て 、

債権回収 業務を行 うこ と
17
だが 、小 額貸付会社等消費者金融の 分野 の 回収に 、合法、非合法

問わず、債権回収会社が どの 程度活用 されて い る か に つ い て は、更な る調査 が 必要 で あ る。

　 日本で は 、 債権回収は法律事務 とされ、弁護士 またはサービ サー法 に よる許 可 を受 けた

債権回収会社 しか 行 うこ とが で きない が、中国に おい て 、2012 年 6H 末現在、回収業務に

関す る法規制 は存在 して い ない
。 消費金融会社 に、借入 人 か ら提供 され る個人情報 に つ い

て 、秘密保持義務 を負 う　（第 31 条）。

　中国にお ける個人 情報 保護法に つ い て は 、草案は あ る が成 立 の 見込 み は 不明
18
と い う状況

で ある 。 もっ とも、2012年 4 月 17 日付で 、中国 ソ フ トウェ ア 評価セ ン タ
ー

な ど約 30 機関

が共 同 で 制定 し た 国家基 準 「情報セ キ ュ リテ ィ技術 ： 公 共 お よび 商用 サ
ービ ス 情報 シ ス テ

ム に お ける個人 情報保護指針 1 が 、国家基 準の 審査 プ ロ セ ス に基づ き 国家標準 化管理 委員

17
目本貿易振興機構 （ジ ェ トロ ）　 「中国 にお ける債権回収の ポイ ン ト」　 （2009年 1 月）

http：／／www ．
’
etro ．　o．　 j ／jfile／report ／07000058 ／chinasaikeIl ．　df

18
安井久美 「中国個人情報保護法草案の 検討状況

一草案 の 内容 と 課題」 岡山大学大学院社会文化

科学研 究科紀要 27 号（2009 年）

消費者 庁 「諸外 国等 に お け る 個人情報保護i制度の 監 督機 関」　 （2010年 11 月 19 日）

htt　：／／www ，　kantei ，go ．　j　／
’
／sin 　i／it2／denshigyousei／dai4／siryou1 −4．　pdf
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会に提出 され、審査を受 けて い る
19
とい う報道が あるた め、今後、個人情報保護法立法に 向

けて の 動 きが加速化す る の で はない か と考え る。

おわ りに

　本稿で確認 し た通 り、中国の 消費金 融会社の 開業は進んで い ない が、2012 年 3 月 に開催

され た第 11 期全 国人 民代表大 会に お い て 、中国 の 温 家宝首相は 、政府活動報告 の なか で 、

個人 消費拡大策に つ い て 、新政策の 検討 を表明する等、今後 も 、 民間消費刺激策 と して、

消費者金融が重視 され る 環境 に あ る。

　消費者金融市場の 拡大 に伴い 、多重債務者問題 、 ヤ ミ金融問題 も 、 顕在化す る こ とが考

え られる。現在、 「中華人民共 和国消費者権利保護法」 にお い て、消費者金融 の 利用者は、

「消費者」 は含 まれて い な い ため 、消費者金 融か ら起 因す る紛争が 発 生 し た場合 に は 、同

法が 適用 されな い と考 え られ る。 しか し、近 年、　 「金融消 費者」 概念 を同法に追加 し、消

費者保護の 対 象にすべ きとい う意見 も多数 ある。

　今後 も、中国の 金融 ・資本市場制度の 研究の
一

環 と して、消費者金融市場に つ い て 、研

究を続け て い きた い 。

T9
人民網 日本株式会社 「中国初、個人情報保護 の 国家基準がま もなく公 布」

htt　：／／j．　eople ，　com ，　cn ／95952／778994ユ．html
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消費金融施行管理弁法

（2009年 7 月 22 日公布）

　　　 　　　　　　翻訳　熊　潔 （編集　茶　め ぐみ ）

第 1 章

第 2 章

第 3 章

第 4 章

第 5 章

　目　次

総則 （第 1条〜第 4 条）

設立 、 変更及 び終了 （第 5 条 〜第 15 条）

業務範囲及 び経営規則 （第 16条〜第 18条）

監督管理 （第 19 条〜第 32 条）

附則 （第 33条〜第 39 条）

　　　 第 1 章　総則

第 1条

　消費金融 業の 発展を促進 し、か つ 、消費金融業務 を経営す るノ ン バ ン ク金融機構の 行為

を規範化す るた め、　「中華人民共和 国銀行業監督管理法」 及び 「中華人 民共和 国会社法」

等の 法律法規に基づき 、 本弁法 を制定する 。

第 2条

　本弁法に おい て 「消費金融会 社亅とは 、 中国銀行 業監督管理 委員会の 認可 を経て 、中華人

民共和国国 内に設立 され た 、公衆の預 金 を吸収せず、小 口 及 び分散 を原則 と し 、 中国国内

居住者個人 の ため消費を目的 とす る貸付けを提供するノ ン バ ン ク金融機構 をい う。

第 3条

　消費金融会社 の名称 には、　「消費金融」 と い う字句 を表示 しなければな らな い 。 中国銀

行業監督管理 委員会の認可 を経な いで 、いかな る単位 も、機構名称に 「消費金 融」 と い う

字句 を使用 して は ならない 。

第 4 条

　中国銀行 業監督管理 委員会及 びそ の 派出機構は 、法に 従 い 消費金 融会社及 びその 業務活

動 に対 し監督管理 を実施する 。

　　　　 第 2章 設立 、変更及び終了

第 5条

　消費金融会社の 設立 申請に つ い て は 、次に掲げる条件を具備 しなければな らない 。

（1）「中国人 民共和国会社法」 及 び中国銀行業監督管理委員会の 規定に合致する会社 定款 を

有す るこ と
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（2）本弁法の規定に合致する出資者を有するこ と

（3）本弁法の規定に合致する最低限度額の登録資本金 を有する こ と

（4＞ 中国銀行 業監督管理 委員会が規定す る就任資格審査制度の条件に 合致す る董事及 び高

級管理職員並びに消費金融業務を熟知 して い る適格 な従業員を有するこ と

（5）健全な会社統治、内部統制、業務手順 、リス ク管理等の完備 された制度 を有するこ と

（6）適格な営業場所、安全防御措置及 び業務に 関係す るその 他の 施設 を有する こ と

（7）中国銀行 業監督管理 委員会の 定め るそ の 他の 慎重 性の 条件

第 6条

　消費金融会社の 主たる出資者は 、国 内外の 金融機構又 は 中国銀行業監督管理 委員会が認

可 した主た る出資者 となる こ とがで きるその 他の 出資者で なけれ ばな らず 、 か つ 、 次に掲

げる条件を具備 しなければな らない 。

（1） 5年以 上の 消費金融分野の 業務従事経験 を有する こ と

（2）最近 1 年の 年末の資産が 600億人民元 又 は等価の 自由兌換通貨 を下回 らな い こ と （連

結財務諸表を基準とする ）

（3）財務状態が良好であ り、最近 2 年間の会計年度に おい て 連続 して 利益を計上 して い る

こ と （連結財務諸表を基準とす る）

（4）信用 ・名誉が良好で あ り、最近 2 年内に重大案件又 は法律法規違反行為が 発生 して い

ない こ と

（5） 資本 参 加の 資金源 泉が真実か つ 適法で ある こ と 。 主た る出資者 は 、 貸借資金 に 又 は他

人 の 委託資金に よ り資本参加す るこ とはで きない

（6）保有す る消費金融会社の持分を 3 年内に 譲渡 しない こ とを承諾 し （但 し 、 中国銀行業

監督管理 委員会が法に よ り譲渡する こ とを命ずる場合を除 く）、か つ 、設立予定の 会社定

款に お いて その 旨を記載す るこ と

（7） 良好な会社統治機構 、内部統制管理制度並びに健全 な リス ク管理 制度を具備 して いる

こ と

（8） 関係す る監督管理部 門の 監督管理要求 に適合 して い る こ と

（9） 国外の 金融機構は、中国国内 に お い て 代表所 を設立 して 2 年以上経過 し、又 は既に 分

支機構を設立 して、中国の市場に つ い て 十分な分析及び研究を有 して い なけれ ばな らず、

か つ 、当該金融機構の 所在す る国又 は地区の 金融監督管理 当局 が既 に 中国 銀行 業監督管理

委員会と良好な監督管理合同メ カ ニ ズム を確立 して い る こ と

（10）中国銀行業監督管理 委員会 の 定め るその他の慎重性の条件

第 7 条

　消費金融会社の
一

般出資者 は、前条第（3）号乃 至第 （9）号所定の 条件を具備 しなければな
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らな い 。 な お、金融機構が一
般出資者の場合は、当該金融機構の登録資本が 3 億人民 元又

は等価の 自由兌 換可能通貨を下 回 らない とい う条件 を具備 しなければな らない 。また、非

金融機構が一
般出資者の場合は 、純資産率が 30パー

セ ン トを下 回 らない とい う条件 を具備

しなければな らない 。

第 8 条

　消費金融会社の登録資本は
一
括の払込 貨幣資本で なければな らず、最低登録資本金は 3

億人 民元又 は等価の 自由兌換可能通貨で な ければな らない 。

　中国銀行業監督管理 委員会 は、消費金融業務の発 展 の状況及 び慎重監督管理の 必要に基

づ き 、 消費金融会社の最低登録資本金限度額を調整する こ とがで きる。

第 9条

　消費金融会社は 、業務発 展の 必 要 に基 づ き、中国銀行業監督管理委 員会の 認可 を経て 、

分支機構を設立 する こ とがで きる 。 分 支機構設 立の具体的条件は 、中国銀行 業監督 管理委

員会 が別途 こ れ を制 定する 。中国銀行 業監督管理 委員会の 認可 を経ない で 、消費金融会社

は 、 登録地の 所在 する行政区域外に お い て 業務を展開 して はな らない 。

第 10条

　中国銀行 業監督管理委員会は 、 消費金 融会社の 董事及 び高級管理職員に 対 し、就任資格

審査制度を実施する 。

ag　11条

　消費金融会社は 、次 に掲 げる事項の い ずれか を変更する場 合 は 、中国 銀行 業監督管理委

員会 に報告 し、認可 を得なければならない 。

（1）名称の 変更

（2）登録資本の 変更

（3） 出資持分の 変更又 は出資持分の調 整

（4）登記地 又 は営業場所 の 変更

（5）定款の 変更

（6）董事及 び高級管理職員の変更

（7）業務範囲の調整

（8） 組織形 態の 変更

（9）合併又 は分割

（10） 中国 銀行業監督管理委員会の定め るその 他の 変更事項

第 12条

　消費金融会社は 、次に掲げるいずれかの 状況 にあるときに は、中国銀行業監督管理 委員

会の認可後 、 解散す るこ とができる。
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（1）定款所定の 営業期間が満 了 し、又 は定款所定の その他 の解散事由が生 じた とき

（2）定款所定の 権力機構によ り解散が決議されたと き

（3）会社の 合併又 は分割によ り解散が必要 とな っ た とき

（4） その 他の 法定事由

第 13条

　消費金融会社が解散 し、法に基づ く抹消又 は破産宣告に よ っ て 終了すると きは、当該消

費金融会社の 清算 に関す る事項は 、 国の関連法律法 規に従い 処理 する 。

第 14条

　消費金融会社の 設立 、 変更及び終了並びに董事及 び高級管理職員の 就任資格審査制度 に

係る行政手続に つ い て は 、中国銀行 業監督管理委員会の 関連規定に従 い 執行する。

第 15条

　消費金融会社 は 、 設立 、 変更及 び業務経営の 過程に おい て、外 貨管理 に関わ る事項に つ

い て 、国の 外貨管理 の 関連規定を遵守 しなければな らない 。

　　　　 第 3章 業務範囲及 び経営規則

第 16条

　中国銀行業監督管理 委員会 の 認可を経て 、消費金融会社は、次 に掲 げる人 民 元業務の
一

部又 は全部を取扱 うこ とが で きる 。

（1）個人 耐久消費材貸付の 取扱い

（2）一般用途の 個人 消費貸付 の 取 扱い

（3）信用貸付資産譲渡の 取扱 い

（4）国内 の コ
ー

ル 取引

（5）国内金融機構か らの 借入

（6）認可 を経た金 融債券の発 行

（7）消費金融に 関連す る コ ン サ ル テ ィ ン グ及 び代 理 業務

（8）消費貸付に関連す る保険商品の代 理 販 売

（9）固定収益類証券の投資業務

（10） 中国銀行業監督管理 委員会の認可す るその他の 業務

第 17条

　消費金融 会社は 、過 去に必ず 当該消費金融会社で個人耐久消費材貸付の 申請履歴 があ り 、

か つ 、返済記 録の 良好な借入 人対 して
一般用途の 個人 消費貸付 を実行 しな けれ ばな らない。

第 18条

　消費金融会社が個人に 対 して実行す る消費貸付の 残額は 、当該借入 人の 月収の 5 倍 を超
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えて はな らない 。

　　　　 第 4章　監督管理

第 19条

　消費金融会社は、中国銀行業監督管理委員会の 関係規定に従い 、 会社統治機構及 び内部

統制 管理制度 を確立 し、業務経営規則を制 定 し、健全で 全面的か つ 有効な リス ク管理体系

を確立 しな けれ ばならな い 。

第 20条

　消費金融会社は 、次に 掲げる監督管理 指標の要 求を遵守 しなければならない 。

（1）資本充足率が 10パー
セ ン トを下 回 らない こ と

（2） コ
ー

ル 取引に よる借比比 率が資本総額の 100パ ー
セ ン トを上回 らない こ と

（3）貸倒準備金 充足率が 100 パ ー
セ ン トを下 回 らない こ と

（4）投資残額が資本総額の 20パ ー
セ ン トを上回 らない こ と

　関係する監督管理指標の 計算方法 に つ い て は 、 中国銀行 業監督管理 委員会の 非現 場監督

管理報告表指標体系の関係規定を遵守する もの とす る。

第 21条

　消費金融会社 は、関係規定 に従い 、 慎重 な貸倒準備制度を確立 し、貸倒準備金 を遅滞な

く満額計上 しなければな らな い 。 消費金融会社は、貸倒準備金が満額計上で きない場合は、

利益分配 を行 っ て は な らない 。

第 22条

　消費金融会社 は 、 消費貸付利率の リス ク プライ シ ン グメ カ ニ ズ ム を確立 し、資金原価、

リス ク原価、資本回収 要求及 び市場価格等の要素 に基づ き、法律法規に よ り許 可 される範

囲内に おい て 、消費貸付の 利率水準 を決定 し 、 当該 プラ イ シ ングに よ り、リス クを全面 的

に カバーするこ とがで きる よ う確保しなければならない。

第 23条

　消費金融会社 は 、 有効な リス ク管理 体制及 び信頼で きる業務フ ロ
ーを確立 し、虚偽の 申

請情報を十分 に識別する こ とに よ り、詐欺行為を防止 しなけれ ばな らない 。

第 24条

　消費金融会社 は、取 扱い 業務に つ い て 、外部委託する必要性が ある場合に は 、外 部委託

業務に関連する施策及 び管理 制度 を制定 しなければな らな い 。 外 部委託 業務に 関連する施

策及 び管理 制度には、当該施策の意思決定手続、外部委託先に対す る評価及 び管理 並びに

外部委託業務に係 る情報の秘密保持性、安全性に 係 る内部統制措置及 び コ ン テ ィ ン ジ ェ ン

シ
ープラン等が含まれる 。
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　消費金融会社は、外部委託契約 に調印署名す る前 に 、あ らか じめ、中国銀行業監督管理

委員会に 対 し、外部委託業務に 係 る主たる リス ク及び想定 され る リス クの 回避措置等 を報

告 しなければならない 。

　 消費金融会社は、貸付施策の 決定及び リス ク統制 に 係る核心的技術 と密接 に関連する業

務に つ いて 、外部委託 して はならない 。

第 25条

　消費金融会社は 、 「商業銀行情報開示 弁法」 の 関連規定に 従 い 、情報開示 制度を確立 し、

会社の 財務会計報告、各種 リス クの 管理状况、会社統治及 び当該 年度 における重大 な事項

等の 情報 を遅滞な く開示 しなければな らな い 。

第 26条

　消費金融会社 は、規定に 従 い 、財務諸表及び中国銀行業監督管理委員会の 求 め るその 他

の報告諸表を作成 し、中国銀行業監督管理委員会に 対 し、提出 しなければな らない 。

第 27条

　消費金融会社は、定期外部会計監査制度 を確立 し、か つ 、各会計年度終 了後の 4 か 月以

内に、法定代表者の署名に よる確認 を受 けた年度会計監査報告書を中国銀行業監督管理 委

員会に提出 しなければな らな い 。

第 28条

　消費金融会社は、中国 銀行 業監督管理 委員会が法に よ り行 う検査監督 を受け な けれ ばな

らず、こ れ を拒絶 し、又 は妨害 して はならない 。

　中国銀行業監督管理委員会 は、必要で ある場合には 、会 計事務所 を指定 して 消費金融会

社の 経営状態、財務状態、 リス ク状况、内部統制管理制度及び執行状況等に つ い て 、監査

させ るこ とがで きる。

第 29条

　消費金融会社 は、借入人の 提供す る個人情報に つ い て 秘密保持義務 を負い 、み だ りに第

三 者に 漏 洩 し て はな らな い 。

第 30条

　借入 人が契約の 約定通 りに借入金の 元 利金 を返 済 しない 場合は、消費金融会社は、法に

従 い 、回収督促 を行わ なけれ ばな らず 、 脅迫 、 恐喝及 び騒擾等の 不 正 手段 を講 じて はな ら

ない 。

第 31条

　消費金融会社が本弁法 の規定に違反 した場合、中国 銀行業監督 管理委員会は、期限を定

めて、改善 を命令で きる 。 期 限を過 ぎて も改め ない場合、又 は そ の 行為が 当該 消費金融会

社の 安定的か つ 健全 な運営に重 大 に危機を及 ぼ し、顧客の 合法的権益 を害す る場合は、中
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国銀行業監督管理委員会は 、状況に応 じ、　「中華人 民共和 国銀行業監督管理 法」等の 法律

法規の 規定に従い 、業務の
一時停止 、株主の 権利制 限等の 監督管理措置 を講ず る こ とがで

き る 。

第 32条

　消費金融会社に既に信用危機 を発生 し 、 又 は発生するお それ があり 、 顧客の 合法的権益

に重 大 に影響を及 ぼすとき は、中国銀行 業監督管理 委員会 は、法に従 い、当該消費金融会

社に対 し受託管理 を実行 し 、 又 は機構再編を督促する こ とがで きる 。 消費金融会社に 違法

経営又 は不 当な経営管理 等の事由があり、 こ れ を取 り消さなけれ ば金融秩序に 深刻な危害

を及 ぼ し、公 衆の利益を損ねるおそれの ある場合に は 、 中国銀行 業監督管理 委員会は 、当

該金融会社の 認可 を取消す権限を有する 。

　　　　 第 5章 附則

第 33条

　第 6 条に おい て 「主たる出資者」とは 、 出資比率が設立予定の 消費金融会社の登録資本の

50パ ーセ ン トを下回 らない 出資者 をい う。 第 7 条に おい て 「一般出資者」 とは、主た る出

資者 を除 くその他の 出資者 をい う。

第 34条

　第 16条 におい て 「個人耐久消費財貸付」 とは、消費金融会社が ディ
ー

ラ
ー

を通 じて借入

人 に対 し実行する約定に係 る家庭用電気器具及び電子 製品等の耐 久 消 費財 （建物及 び自動

車 を含まない ）の 購入に 用い る貸付をい う 。

第 35条

　第 16条及び第 17条に お い て 「一般用途の 個人消費貸付 亅とは 、消費金融会社が直接に借

入人に 対 し実行す る個人 及び 家族の 旅行 、 結婚 、 教育及 び内装等の 消 費事項 に用 い る貸付

をい う。

第 36条

　香港、マ カオ及び台湾地 区の 出資者に よ る消費金融会社の設立 に つ い ては、国外出資者

の 条件を適用する 。

第 37条

　本弁法に おける「以 上 」に は、い ずれ も当該数又 は当該クラ ス を含む。

第 38条

　本弁法の解釈は、中国 銀行業監督管理委員会が責任 を負 う。

第 39条

　本弁法は 、公布の 日か ら施行す る。
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